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平成15年版働く女性の実情
概要
Ⅱ    均等法と労働環境の変化～世代別にみた女性の就業実態の変化～
2    ライフスタイルの観点からみた女性の就業の変化
（3）    女性の就業と介護

（男女とも介護のために仕事にでられないこと想定）

経済企画庁「国民生活選好度調査」（平成8年）によれば、「女性が働き続けることを困難にしたり障害
になること」として「育児」と回答した者は76.3％と最も高く、次いで「老人や病人の世話」をあげる
者の割合が高かった（53.8％）。また、平成14年の内閣府「男女共同参画社会に関する世論調査」によ
れば、20歳以上の無職の者が「働いていない理由」として、「親や病気の家族の世話をするため」と回
答した者は女性9.0％、男性1.9％となっており、平成4年「男女平等に関する世論調査」（女性7.4％、男
性0.4％）に比べてその割合は高まっている。

次に、内閣府の「高齢者介護に関する世論調査」（平成15年7月）によれば、「家族に介護が必要になっ
た場合に、どのようなことに困るか」について「仕事に出られない、仕事を辞めなければならないこ
と」とする者は男性26.8％、女性32.5％で、年齢階級別割合をみてみると、30代（均等法世代）、40代
（均等法前10年世代）、50代（均等法前20年世代）とも男女に大きな差はなく、実際には女性が家族の
介護を行う割合が高い現実と異なり、男性も介護のために仕事を休まなければならない、あるいけ辞め
なければならない場合を想定していることが伺える。 

（介護を理由とした離職は少ないが現実に離職する者の割合が高いのは女性）

平成14年に介護を理由として離職した者の割合は男性0.1％、女性1.1％であるが、年齢階級別にみてみる
と、30代（均等法世代）、40代（均等法前10年世代）、50代（均等法前20年世代）で男女に若干差があ
り、女性は2.0％、2.4％、1.4％で、男性は0.4％、0.6％、0.6％となっており、女性の方が介護を理由と
して離職する者の割合が高い。
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平成15年版働く女性の実情
概要
Ⅱ    均等法と労働環境の変化～世代別にみた女性の就業実態の変化～
3    均等取扱いの状況と変化について
（1）    雇用管理の見直しの動向

（企業の女性の雇用管理に関する考え方の変化）

均等法は昭和61年に施行されているが、平成11年に改正均等法が施行されるまでは、募集・採用及び配
置、昇進・昇格は事業主に対する努力義務規定とされていた。しかし、均等法施行を機にこれら努力義
務とされた事項も含めて男女の区別なく能力や適性に応じて取り扱う企業が増えるなど雇用管理の状況
は均等法施行前と比べて進展した。

企業の女性の雇用管理に関する考え方の変化を年代別に追ってみることとするが、均等法前10年世代が
就職した頃にあたる昭和52年の労働省「女子労働者の雇用管理に関する調査」によれば、女性の活用方
針として最も多いのは「女子は補助的な分野で活用を図っていく」（40.0％）で、次いで、「女子の活
用は特定の業務範囲のみ（35.7％）となっており、「女子に教育訓練や昇進の機会を与えて積極的活用
を図っていく」は16.0％にとどまっていた。この傾向は昭和56年に実施された調査結果をみてもほとん
ど変化はなかったが、均等法施行の昭和61年に実施された調査結果をみると、女性の活用方針として
「法施行前から男女区別なく扱う方針できており、今後もその方針で行く」が61.0％と最も多くなって
いる。

また、女性の活用にあたっての問題点としくは「女子の勤続年数が平均的に短い」（51.1％）を5割以上
の企業が挙げていた（第2－17図）。実際、調査が行われた昭和56年当時の女性の平均勤続年数をみると
6.2年となっており、均等法前20年世代が就職した頃の昭和41年の4.0年に比べて長くなったとはいえ、
男性が11.0年であったのと比べ大きく乖離していた（勤続年数についてはその後伸長し、平成15年では
9.0年、男性との差は4.5年となっている）（第2－18図）。

その後の均等法施行後10年世代が就職した頃の調査である平成7年「女子雇用管理基本調査」において
も、女性の活用にあたっての問題点として多くあげられたのは「女性の勤続年数が平均的に短い」
（46.6％）等であったが、同時に女性の能力活用のための取組が必要とする企業も66.4％と6割以上の企
業がその必要性を認識している。

なお、改正均等法においてポジティブ・アクション（過去の雇用慣行や性別役割分担意識などが原因で
男女間に事実上生じている格差の解消を目的として行う措置）の規定が設けられたところ、平成12年度
の調査によればこの措置に既に取り組んでいる企業は26.3％、今後取り組むこととしている企業は13.0％
であり、特に5,000人以上規模企業では67.7％が既にポジティブ・アクションに取り組んでいると回答し
ている。
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第2－17図 女性を活用するに当たっての問題点

第2－18図 平均勤続年数の推移
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（世代により異なった新規学卒の就職活動時における募集・採用条件）

均等法前10年世代の頃の募集・採用に係る雇用管理を労働省「女子労働者の雇用管理に関する調査」
（昭和52年）でみると、採用を予定する企業のうち例えば4年生大卒の場合、企業の57.2％は男性のみの
採用方針であり、男女とも採用する方針の企業は42.6％にとどまっていた。

また、男女とも採用する企業についても採用条件について異なる企業割合は大卒では34.8％、高卒で
29.4％にのぼり、その内容として多いのは「資格、技能、条件が男女で異なる」で大卒、高卒それぞれ
25.9％、22.9％であった。こうした傾向は均等法施行前の昭和59年の調査にもおいても基調としてあま
り変わっていない。

しかし、均等法が施行された昭和61年の調査によると、新規学卒について高卒では12.8％の企業が、ま
た大卒では27.0％の企業が募集、採用について女子に不利な条件の見直しを図っている。

さらに均等法後10年世代が就職活動をした時期にほぼ重なる平成7年の「女性雇用管理基本調査」によれ
ば新規学卒者の募集状況については大卒事務・営業系で69.7％の企業が「いずれの職種・コースとも男
女とも募集した」と回答しており技術系では56.3％となっている。また、高卒については「いずれの職
種、コースとも男女とも募集した」と回答した企業割合は、事務・営業系、技能系でそれぞれ
50.4％、44.5％であった。ただ、結果としての採用については大卒事務・営業系は55.1％、技術系の
37.0％、高卒事務・営業系の43.3％、技術系の35.0％が「いずれの職種・コースとも男女とも採用した」
と回答し、「男性のみ採用の職種・コースあり」としたのは、それぞれ36.2％、61.7％、13.6％、58.1％
となっている。

その後改正均等法が施行され、女性保護規定の見直しにより女性の就業制限が緩和されるとともに、募
集・採用について男女に均等な機会付与が義務づけられている。 

（職域は拡大傾向）

均等法前10年世代とともに均等法前20年世代も適用されていたと思われる配置に係る雇用管理の状況を

平成15年版 働く女性の実情



昭和52年の労働省「女子労働者の雇用管理に関する調査」からみると、女性を配置しない職種又は部門
があるとした企業は91.5％となっていた。その後均等法施行直前の昭和59年にはこれが63.0％と低下し
ている。

均等法世代が就職した直後の平成元年の調査においては、具体的な職務区分ごとに配置状況を聞いてい
るが、女性を配置していない企業割合が大きい職務区分としては「研究・開発」（61.2％）、「営業」
（53.6％）、「企画・調査」（49.7％）、「人事・教育訓練」（47.7％）、「広報」（44.4％）等であ
り、少ないのは「総務・経理」（3.5％）であった。

しかし、均等法後10年世代が就職した頃の雇用管理の状況を示す平成7年の調査によれば、いずれも状況
はさらに改善していた。特に従前、女性が配置されることの少なかった営業職に女性を配置していない
企業割合はこの間に12.6％ポイントも変化をし41.0％になるなど、女性の配置が進みつつある。

なお、平成12年調査でも営業職についてはさらに改善がみられたが、女性の配置が遅れた営業職につい
て男女とも配置している企業割合の推移を企業規模別にみると、いずれの規模についても増加してお
り、特に企業規模5,000人以上では99.0％の企業が営業職に男女とも配置していた（第2－19図）。

第2－19図 営業職に男女とも配置している企業割合の推移

（昇進機会に影響していた募集・採用の条件）

均等法前20年世代が就職後において当時適用されていたと思われる昇進・昇格に係る雇用管理の状況を
昭和46年に実施した労働省「女子労働者の雇用管理に関する調査」からみると、役付への昇進の機会が
女性にもある事業所割合は59.2％、ない事業所割合は32.9％、資格昇進の機会について女性にもある事業
所割合は54.5％、女性にはない事業所割合は16.8％であった。そして女性の役付は係長以上で役職者総数
の3.0％、女性労働者に占める割合はわずか0.4％にとどまっていた。
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これが均等法前10年世代が就職した頃の状況を先と同様、昭和52年「女子労働者の雇用管理に関する調
査」からみると、状況の改善はあまり見られず、役職への昇進の機会がある企業割合は47.7％、ない企
業は52.3％であり、女性に昇進の機会がない企業ではその理由として「女子の補助的業務の性格から無
理」が60.1％と最も多く、以下「女子は勤続年数が短い」（47.3％）、「女子は管理能力・統率力が劣
る」（12.7％）、「女子には法律上の制約がある」（7.5％）となっていた。結局、募集・採用条件の男
女間の相違が女性の昇進の機会を制限する主な理由となっていた。なお、実際に女性の役職者がいる企
業は全企業の35.2％であった（第2－20図）。

第2－20図 女性の役職者がいる企業割合の推移

その後の均等法施行直前の昭和59年の調査でも「女子に対して役付手当、管理職手当等が支給される役
職への昇進の機会」がある企業は56.3％、ない企業は43.7％とあまり改善はみられず、その理由も同様の
傾向であったが、昭和61年の調査結果では、女性の昇進の機会、昇進可能な範囲を4.8％の企業が変更
し、11.5％の企業が検討を行っているとされていた。また、昭和59年調査によれば、実際に役職につい
ている女性がいる企業は全企業の37.3％と昭和52年調査結果よりは若干増加していた（第2－20図）。

均等法後10年世代に相当する者が就職をした頃の状況を示す平成7年調査によれば、係長以上の女性管理
職を有する企業割合は58.5％で、かなり大きく上昇しており、均等法施行後10年世代が就職した頃には
女性の管理職がいる企業は10社のうち6社になっていたことをこれは示している（第2－20図）。 

（教育訓練の状況）

均等法前20年世代が就職して数年経過後の状況について、昭和46年「女子労働者の雇用管理に関する調
査」によってみると、新規学卒入職者、中途採用入職者、在職労働者への教育訓練のうちいずれかの教
育訓練を女性労働者に対し実施した事業所の割合は71.8％（全事業所に占める割合）であったが、その
内容についてみると、「採用時の導入教育」が83.0％、「一般的な知識技能の向上のための教育」は
55.4％と比較的多いものの、「リーダー等の養成、役付の再教育」については24.0％、「配置転換のため
の教育」については12.1％とその割合は低かった。

また、均等法前10年世代が就職した頃の昭和52年「女子労働者の雇用管理に関する調査」によると、職
場を離れて受講させる研修等職業のための教育訓練を「男女全く同じに受けさせている」企業は19.4％
（教育訓練を実施している企業に占める割合は29.7％）、「女子にも受けさせるが教育訓練の種類は男
子と異なる」とする企業は32.7％（同50.1％）であり、52.1％（同79.8％）の企業が女性に対して何らか
の教育訓練を実施していたが、「女子には受けさせない」企業は、全企業に占める割合で13.2％（同
20.2％）にものぼっていた。なお、昭和50年「女子労働者の雇用管理に関する調査」においては、女性
には教育訓練を受けさせない理由を聞いているが、「男女の職種が異なるから」、「勤続年数が短いか
ら」、「管理職養成訓練のみ行うので、該当者がいない」等の例が見られた。
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均等法施行前の昭和56年「女子労働者の雇用管理に関する調査」により教育訓練を実施している企業に
占める割合で見てみると、「女子には受けさせない」企業割合は20.7％であるものの、「男女全く同じ
に受けさせている」企業は40.0％と改善の動きも見られる中で、均等法が施行された昭和61年の「女子
労働者の雇用管理に関する調査」によれば、当該研修を実施している企業に占める割合でみると、「新
入社員研修」、「管理職研修」、「業務の遂行に必要な能力を付与する研修」ともに、均等法施行に伴
い何らかの変更を行った企業は1割未満であった。

そして、均等法後10年世代が就職した頃の平成7年「女子雇用管理基本調査」によれば、教育訓練を男女
とも対象で実施している企業は、「新入社員研修」、「管理職（予定を含む）研修」、「業務の遂行に
必要な能力を付与する研修」について、85.4％、63.8％、77.4％と多くの企業で男女均等な取扱いが行わ
れるようになっている。 

（定年、退職、解雇の状況）

定年、退職、解雇の状況は均等法前10年世代から均等法世代にかけて、女性の雇用管理が大きく変化し
た事項である。

均等法前20年世代が就職した当時には、女性に対して結婚退職制、妊娠、出産退職制や若年退職制を有
する企業が1割程度存在し、これは均等法前10年世代が就職した頃になっても大きく変わることはなく、
昭和52年調査によれば、結婚、妊娠、出産退職制等女性のみに適用される退職制度がある企業は7.4％、
男女別定年制についても22.7％の企業が実施していた。男女別に定めている理由としては「一般的に行
われていることだから」（46.1％）、「男女の体力差による」（33.8％）、「女性の就いている業務の特
殊性による」（20.5％）、「男女の能力差による」（17.7％）があげられていた。

しかし、昭和56年調査によれば女性のみに適用される退職制度がある企業は2.0％になっている（第2－
21図）。

均等法の施行とともにこれらの制度・慣行は禁止され、女性の勤続年数の伸長にも影響したとみられ
る。

第2－21図 結婚退職制等のある企業割合の推移
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（コース別雇用管理の導入状況）

均等法の施行とともに一部の企業において導入されたといわれているコース別雇用管理の状況について
初めて調査した平成元年「女子雇用管理基本調査」によれば、コース別雇用管理制度を導入している企
業は2.9％に過ぎなかったが、その後、徐々に導入が進み、均等法後10年世代が就職した頃にあたる平成
7年には導入割合が4.7％、平成12年度においては7.1％となっている。しかし、大規模企業の導入割合が
大きいという基本構造に変化はないものの、平成12年の調査結果においては300人以上規模企業でいずれ
も導入企業割合が低下している状況もみられている。
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平成15年版働く女性の実情
概要
Ⅱ    均等法と労働環境の変化～世代別にみた女性の就業実態の変化～
3    均等取扱いの状況と変化について
（2）    女性の側の意識面でみた変化

（昇進・昇格にかかる意識の高まり）

内閣府「男女共同参画に関する世論調査」等で職場における平等感について、均等法施行前の昭和54年
調査と最近時点の平成14年調査を比較すると、「職場で女性は不当に差別されている」と回答した女性
の割合は50歳台を除きいずれも低下している。特に平成14年調査の20歳台においては11.1％と昭和54年
調査の19.4％から大きく低下しており、雇用管理改善が進んだ最近時点に就職した若い世代を中心に差
別感が薄らいでいることが伺われる（第2－22図）。

ちなみに同じ調査の昭和47年、54年、62年及び平成14年のデータを用いて「職場で女性は不当に差別さ
れているか」という項目についての回答状況をコーホートでみると、20～29歳時点で「差別されてい
る」と回答した女性の割合は均等法前20年世代（昭和47年調査）が21.3％、均等法前10年世代（昭和54
年調査）は19.4％、均等法世代（昭和62年調査）が13.5％、均等法後10年世代（平成14年調査）が
11.1％と若い世代ほど低くなっている。

（財）社会経済生産性本部「働くことの意識」によれば、新入社員がどのポストまで昇進したいかにつ
いて、社長、重役、部長、課長のそれぞれについて尋ねた結果をみると、均等法前10年世代が入社した
昭和51年、均等法世代の昭和61年、均等法後10年世代の平成8年、そして最近の世代の平成15年のそれ
ぞれで役職につきたいと思う女性社員の割合が高まっていることがわかる（第2－23図）。

ただし、若い世代についても昨年の「働く女性の実情」で指摘したように、企業内での配置や割り振ら
れている仕事の内容について、業務の習熟度が高くなるほど男女とも就いている事業所の割合は低いと
いう調査結果もあり、また、女性の側から見ても、コース別雇用管理制度の下で総合職として働く女性
の6割が男性総合職と比べて昇進、仕事の与え方などの人事管理面で差があると感じている等問題も残っ
ている。

上記に関連して、実際に管理職になった女性に対して実施された調査である「管理職のキャリア形成に
ついてのアンケート」結果（（財）21世紀職業財団が平成15年1月に実施）によれば、管理職になった女
性は、優れた職務遂行能力を身につけるのに最も重要な要因は「仕事上の経験」としており、また、女
性管理職としての悩みとしては「仕事の量」（19.3％）や「仕事の質」（17.7％）が男性同様高くなって
いるが（男性はそれぞれ19.1％、18.4％）、「仕事と個人生活の両立」（女性17.1％、男性7.6％）及び
「将来のキャリア昇進・昇格」（女性11.7％、男性8.2％）や男女差が大きくなっているとの結果となっ
ている。

これらのことは、昇進意欲が高まっている若い世代が現実に管理職になる上で、仕事上の経験を積むこ
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とが重要であり女性に特有の課題として仕事と家庭の両立の問題と企業の女性の活躍推進に係る姿勢が
あることを示していると思われる。

第2－22図 「職場で女性は不当に差別されている」とする女性割合

第2－23図 どのポストまで昇進したいか
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平成15年版働く女性の実情
概要
Ⅱ    均等法と労働環境の変化～世代別にみた女性の就業実態の変化～
3    均等取扱いの状況と変化について
（4）    賃金格差の改善

（管理職の賃金格差は小さい）

一般労働者についての男女間の賃金格差をコーホートでみてみると、若い世代ほど格差が縮小している
傾向にある。規模別でも同じ傾向であるが、規模が大きいほど世代間格差は小さいが、1,000人以上規模
の企業では均等法前10年世代から賃金格差改善の動きは停滞している。

職種別（製造業の生産労働者、管理・事務・技術労働者）にみてみると、若い世代ほど賃金格差が縮小
しており、また、生産労働者の賃金格差の方が大きい。産業別についても、若い世代ほど賃金格差が縮
小しており、特に製造業についての縮小が顕著である。金融・保険業では男女間格差が拡大する傾向に
あるが、世代によっても格差縮小の傾向が見られず、むしろ若い世代の方が格差が大きいという点が特
徴的である。

係長、課長の男女間賃金格差は、労働者全体の格差より低い水準にあり、高い年齢層でも格差は大きく
広がっていない。世代別にみると、均等法世代まで格差は徐々に縮小しているが、均等法後10年世代で
は停滞している（第2－27図）。

第2－27図 係長、課長の男女間賃金格差（コーホート）
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平成15年版働く女性の実情
概要
Ⅱ    均等法と労働環境の変化～世代別にみた女性の就業実態の変化～
4    まとめ

今年は男女雇用機会均等法が制定されて20年目に当たる。男女雇用機会均等法制定以降の女性雇用を巡
る環境変化は、法制度の整備を含め、それ以前の20年とは比べようがないほど急ピッチで進んだ。

そうした急激な変化は、女性に等しく影響を与えたというよりも、世代別には異なるものがあったのか
もしれない。特に女性は男性に比べて出産、育児等から就労面で影響を受けやすく、どの時期にどのよ
うなライフステージにあったのかということがその後の働き方にも尾を引く可能性がある。

今回はそのような問題意識から男女雇用機会均等法制定の年を念頭に、男性との比較を交えながら世代
別に女性の就労の状況、意識の変化や違いを追ってみた。

まず、均等法世代以降の若い世代の女性に特徴的であるのは、職場における男性との差が縮小し、差別
されていると感じる者の割合も低くなっているという均等面での進展の評価と、仕事に対する積極的な
意識の高まりである。特に、後者については、若年層の男性は就労意欲がやや低下しつつある中で、若
年層の女性は就労意欲が高まっているという動きに着目したい。自らの人生において女性は仕事を益々
積極的に位置づけるようになってきており、その積極性は単に就労するというのにとどまらず、昇進し
たいポストも高いポストとなるというように質的な面にも表れている。実際、その背景にあると思われ
る社会の追い風は、新規大卒については産業別、職業別のいずれをみても就職先の男女差が縮小してい
ることからもみて取れよう。かつて均等法施行20年前の世代の女性の職域が学校の先生など極めて限ら
れていたのを思えば様変わりの様相となっていると言える。

しかし、若い世代も決して良いことばかりではなく、職場における男女均等の面についても、なお男性
との差を認識する女性も少なくない。特に管理職になった女性が仕事の経験を通じて自分の職務遂行能
力が高まったとしているのに対し、現在就いている仕事の内容が男性と比べ熟練度を要さない仕事であ
るとする女性が少なくない。男性に比べて管理職になって活躍している女性が少なく、管理職でなくて
も女性が就くことが少ない職域などで働く女性にとっては、目標としたり、種々相談に乗ってもらえる
相手が不足しているという状況もつとに指摘されていることである。

また、女性は就業継続に関し、育児との両立をどう図るかという課題をどのようにクリアするかは男性
よりも切実である。確かに育児・介護休業法の制定や保育サービスの充実の動き等により、若い世代は
この面についても均等法施行前の世代よりも恵まれた環境にあると言える。しかし、最近の若い世代は
親との同居割合が低く、親の支援を得難い世帯類型の者が多い。また、頼りとしたい親についても、親
自身が定年延長等により勤務継続するようになれば、期待どおりにはならなくなるということも考えら
れる。

若い世代について、もう一つ気になる点は、均等法施行前の世代とは異なり、新規学卒者として就職す
る若い世代の雇用形態として、パートタイムの割合が上昇しており、男性に比べても高いことである。
新規学卒者がパートタイムという雇用形態で働くことそのものを問題視するものではないが、現在のと
ころ、フルタイム労働者と比べパートタイム労働者の処遇は一般的には低く、教育訓練もフルタイム労
働者のようには体系立てて行われることは少ない。OJT、OFF－JTを通じ職務遂行能力の基礎固めが必要
な時期に、充分な教育訓練を得られないことになれば、彼らのその後にどのように影響するのか、その
後のキャリア、職業生活の送り方に制約条件となるのではないか、新たな男女格差につながるのではな
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いかが気になるところである。

一方、均等法施行前の世代についても、法施行後、均等面での進展はみられている。例えば、均等法世
代や施行後の世代と同様、昇進し、管理職になる者の割合も特に均等法施行後、着実に増えている。均
等法施行前20年世代からすれば、彼女たちが就職した頃には、女性の管理職がいるどころか、女性に対
してのみ適用される結婚、出産退職制・慣行や男女別定年制・慣行が1割近くの企業で行われていた。ま
た、女性に対する雇用管理の方針として「女性は補助的な分野のみ」「特定の業務範囲のみ」が一般的
であったり、「一般的に女性は企業が求める職業能力・意欲を備えていない」とされていた等、多くの
点で雇用管理が男女別であったことから、最も変化を実感している年代であろう。

意識面においても、これらの世代を含め、職場で不当に差別されていると感じる者の割合は低下してい
る。しかし、最近時点の調査では、均等法前20年世代に相当する50～59歳層について、差別されている
と感じる者の割合が均等法施行前の昭和54年時点の50～59歳より高いことは注意を要する。コーホート
による分析結果でも、係長や課長の女性割合は均等法施行前の世代を含め均等法施行後上昇が見られた
が、それでも均等法後に就職した世代よりは年齢が高くなってようやく同じ割合であり、それまでの職
務上の経験の差などが影響しているとしても、世代間の差は残ったままである。

加えてこれらの世代については、再就職した者はパートタイム労働者が多く、処遇面でフルタイム労働
者に比べ低い状態で働く者が少なくなく、老親等の介護の問題が就業に影響を与えるかもしれないとい
う不安も抱えている。

以上から、次のような課題が見えてくる。

一つは、若い世代の意欲的な姿勢を活かしていくため、均等の確保の徹底とあわせて、ポジティブ・ア
クションに積極的に取り組むことが望まれるということである。また、特に均等法施行前の世代におい
てなかなか解消していない、過去の雇用管理の経緯から生じている格差を縮小するため、この年代層に
対してはポジティブ・アクションについて特段の配慮がなされるべきであろう。

二つ目としては、若い世代については、これまでの世代とは異なり、家族の支援が得られにくい環境で
仕事と家庭の両立を図らなければならない状況をも理解しつつ、子供が病気等いざという場合のバック
アップをどう図るかということも含め、例えば看護休暇の制度化等も含めた育児と仕事との両立支援策
の充実が求められるということである。最近の若い世代においては夫の育児への参加が増えつつあると
いう面もあり、男性を含めた働き方の見直しが一層図られることが必要である。昨年7月に成立した次世
代育成支援対策推進法に基づき、企業等が策定・実施を求められている一般事業主行動計画づくりがこ
うした観点も含めてなされることが期待される。

三つ目としては、パートタイム労働者とフルタイム労働者の処遇の均衡の推進である。特に若い世代の
うち、新規学卒でパートタイム労働で就職した層については、企業においても教育訓練の機会を積極的
に提供していく、または自ら教育訓練を受けたいとする労働者に対し配慮することが期待される。ま
た、働く側も、自らの職業能力を高めるため、将来のキャリアを考えながら自ら積極的にその実現に向
けて努力することが求められよう。

今や女性の活躍で知られる北欧諸国も昔からそうであったのはなく、これらの諸国において今日の状況
に至ったのは人手不足という経済的要因による部分も大きいと言われている。いわば経済的状況を背景
に女性の力が発揮できる社会づくりが進められてきたというのである。翻って日本の状況をみるに、日
本の女性の労働力率水準は他の先進諸国と比べて必ずしも高くなく、その年齢階級別形状も他の諸国で
はみられないM字のままである。しかし、仮に現在M字型になっている年齢別労働力率のM字が解消され
れば112万人、そして潜在的に就業希望がある女性の就業が実現されれば815万人の労働者が確保される
ことになる。また、そうした状況が、女性労働者が差別されることなく意欲と能力を十分発揮できると
いう状況で実現できれば、女性労働者は少子高齢社会の担い手として力強い存在となるはずである。就
業意欲が上昇している女性の能力が十分発揮される社会を実現することは少子高齢社会の担い手の確保
という面からも、また、経済の活性化という面からも重要な課題であり対策の強化が急がれる。
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